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第２９回日韓青少年夏季スポーツ交流事業(受入) の宿泊及び輸送関係業務委託事業 

委託業務仕様書 

１ 事業の目的 

  ２００２年ワールドカップ・サッカー大会の日韓両国の共同開催決定を機に、青少年を対象に各種

のスポーツ交流を実施することによって、日韓両国の親善と友好をより一層深め、更には両国のスポ

ーツ振興を図ることを目的とする。 

 

２ 主催 

  公益財団法人日本スポーツ協会、公益財団法人岐阜県スポーツ協会、 

 

３ 委託期間 

  契約締結の日から令和 7年１０月３１日まで 

  なお、第 29回日韓青少年夏季スポーツ交流事業(受入)(以下「交流事業」という。)の期間は令和

７年８月１７日(日)から ８月２２日(金)の６日間とする。 

 

４ 委託料限度金額 

  ５６，０００，０００円（消費税及び地方消費税含む） 

※令和７年度において、本件契約に係る公益財団法人日本スポーツ協会の予算が増額・減額され

た場合は、当該旅行代理店は本件契約を変更・解除することができるものとする。 

 

５ 交流計画 

  別紙１ 交流事業基本日程（案）による。 

 

６ 参加人員 

  別紙２ 交流事業参加人員（予定）による。 

 

７ 競技会場 

  別紙３ 交流事業競技会場（案）による。 

 

８ 交流事業委託業務 

（１）事業に係る宿泊及び食事の手配に関すること。 

（２）交流事業に係る移動に伴う交通手段の手配に関すること。 

（３）交流事業に係る視察・見学等の手配に関すること。 

（４）交流事業に係る通訳・医師又は看護師又はアスレティックトレーナーの手配に関すること。 

（５）交流事業に係るレセプション等公式行事の手配に関すること。 

（６）その他、公益財団法人岐阜県スポーツ協会(以下「本会」という。)が指示する業務に関すること。 

 

９ 委託業務の内容 

（１）業務全般について 

   ① 交流事業に必要な事務について、本会の指示により代行すること。 

  ② 本会の要請に応じて交流事業に必要な資料を随時整備し、提出すること。 

  ③ 本会の要請に応じて交流事業に必要な各種会議に出席し、指示する事項の説明を行うこと。 
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  ④ 交流事業委託業務の進行管理資料を整備し、随時本会に報告すること。 

（２）宿泊について 

  ① 交流事業期間中の全ての宿泊を手配すること。 

  ② 小・中学生の教育的配慮を行える宿泊施設とすること。 

  ③ 選手団、本部役員、通訳、主任運営員及び事務局は、同一の宿泊施設を原則とするが、宿泊者

数及び日程の都合により同一施設での宿泊が不可能な場合は分離宿泊を認める。 

    ただし、韓国選手団、韓国本部役員、通訳、事務局スタッフ４名は同一施設の宿舎とする。 

  ④ 国別に、本部役員並びに主任運営員及び事務局は個室とすること。また、選手はチーム別に十

分なスペースの部屋割りとし、原則として男女を別フロアとすること。 

  ⑤ 交流事業期間中、宿泊施設内に韓国語による必要な表示を手配すること。 

  ⑥インターネット環境（wi-fi）が完備されていること。 

（３）食事について 

  ① 交流事業期間中の全ての食事を手配すること。 

  ② 選手団、本部役員の食事は、宿泊施設又は当該関係者全員を収容できる飲食店を利用とするこ

と。特別な事情がある場合を除き、弁当での提供は不可とする。 

  ③ 運営スタッフ及び医師又は看護師又はアスレティックトレーナーは、弁当又は当該関係全員を

収容できる飲食店の利用とすること。 

（４）移動について 

  ① 交流事業期間中の全ての交通手段を手配すること。 

    交通手段については、バスでの移動を原則としバスごとに添乗員も用意すること。 

  ② 両国選手団は、「（別紙 4）３輸送費」に記載のとおり交通手段を手配すること。 

  ③ 本部役員移動用の交通手段を手配すること。 

（５）視察・見学について 

  ① 岐阜県を代表する施設や自然等の観察、見学、体験型プログラムを手配すること。 

  ② 岐阜県の歴史を紹介する施設や史跡等の視察見学を手配すること。 

（６）通訳について 

  ① 交流事業期間中に係る全ての通訳を手配すること。 

   ※通訳は、原則として開催都道府県内在住者で２０歳～６５歳程度の者とする。 

    なお、開催都道府県で確保が困難な場合には、事前に必ず日本スポーツ協会、本会に相談、 

了承を得たうえで、他県から人選を行うことができる。 

  ② 通訳は、韓国の選手団及び本部役員別の担当制とすること。 

  ③ 選手団担当通訳は、競技別、男女別、小・中学校別/各１名、団長及び本部役員担当通訳に３名

の計２１名とすること。 

  ④ 選手団担当通訳は、日常会話程度のレベルに加え、競技規則等の理解と翻訳が可能なレベルを

必要とする。 

  ⑤ 本部役員担当通訳は、競技視察、レセプションでの日韓役員間の通訳及び観光通訳をこなせる

程度のレベルを必要とする。 

  ⑥ 通訳は、交流事業期間中、担当する韓国団と同一の宿泊施設に宿泊するとともに、全ての日程

に同行すること。 

  ⑦ 通訳と取り交わす契約書に拘束時間を明記すること。 

  ⑧ 通訳への謝金を支払う際は必ず個人領収書を作製、提出すること。 

  ⑨ 通訳の選定・配置計画（大学、開催都道府県内国際交流協会等関係機関への打診状況の有無）

について、提案書に明記すること。 

⑩ 事業開始前に、通訳対象の研修会を開催すること。 
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（７）医師又は看護師又はアスレティックトレーナーについて 

  ① 交流事業期間中の練習、練習試合、公式戦の各競技会場に常時１名の医師又は看護師又はアス

レティックトレーナーを手配すること。 

   ※配置人数は最終的な日程及び競技会場数の確定に伴い増減するため、現時点では予定数とする。 

（８）歓迎・歓送セレモニーについて 

  ① 歓迎セレモニー、歓送セレモニーの会場設営及びアトラクションを手配すること。 

    なお、アトラクションについては、岐阜県らしいものを手配すること。 

  ② 歓迎セレモニー、歓送セレモニーの飲食を手配すること。 

    なお、食事については、バイキング形式が望ましい。 

  ③ 会場は、宿泊施設と同一が望ましいが不可能な場合は別会場も可とする。 

（９）会議場の借上げ（ミーティング会場等）について 

  ① 各種ミーティングの会場を手配すること。 

  ② オリエンテーション、解団式の会場を手配すること。 

  ③ 宿泊施設内に大会運営本部（日・韓）事務局を手配すること。 

（10）事業期間以前の行事について 

  ① 本会の要請に応じて事前説明会、結団式の会場を手配すること。 

  ② 競技団体スタッフ会議の会場を手配すること。 

（11）印刷物、物品等について 

  ① プログラム（冊子）の製作を手配すること。 

  ② 交流事業関係者全員のネームプレートの製作を手配すること。 

  ③ 交流事業期間中の飲料水(ペットボトル)を手配すること。 

  ④ 本会の要請に応じて、交流事業に必要な物品等を手配すること。 

（12）看板について 

  ① 横断幕及び看板の製作、配置を手配すること。 

（13）係員及び記録写真について 

  ① 交流事業期間中、全日程に同行する係員を配置すること。 

  ② 練習及び試合中は、競技会場別に係員を配置すること。 

  ③ 交流事業期間中の記録写真を撮影し、１部を本会に提出すること。 

（14）通信機器について 

  ① 交流事業期間中、スタッフの連絡用として必要台数の携帯電話を手配すること。 

（15）経費の支払いについて 

  ① 交流事業委託業務の一部を専門業者に請け負わす場合は、当協会に報告すること。 

  ② ①の場合、経費の支払いを行い領収書等の証拠書類を当協会に提出すること。 

（16）緊急時の対応について 

  ① 交流事業期間中における事故発生等、緊急時における本会の要請に対応できる体制を整備する

こと。 

    ② 緊急時の指定医療機関をあらかじめ手配すること。 

    ③ 緊急時の支払医療機関における支払及び保険請求事務を行うこと。 

  ④ 交流関係者への傷害保険については、公益財団法人日本スポーツ協会において手配する。 

（17）現地インフォメーションデスクについて 

  ① 宿泊施設内に日韓両国のインフォメーションデスクを設置し、24時間対応できる要員を配置す

ること。 

（18）経費に係る内容及び留意事項等について 

  ① 別紙４の１～１０を参照のこと。 
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１０ 契約 

（１）交流事業委託業務を実施するにあたり、令和６年度においては、委託事業者の選定までを 

行うものとし、委託契約については、令和７年度の公益財団法人岐阜県スポーツ協会予算成 

立後に締結するものとします。仕様書の内容は、提案された内容が基本となりますが、本会 

と優秀提案者の協議により最終的に決定します。 

（２）契約額は、当該旅行代理店の見積に基づき本会が決定する。 

 

１１ 留意事項 

 本会及び被選定事業者は、下記事項を留意すること。 

 （１）宿舎内の避難経路の確認  

 （２）貴重品の管理  

 （３）車両（特に大型車両）駐車の宿舎・競技会場・空港・観光施設との事前協議  

 （４）宿泊施設外飲食店での食事に関する提供時間及び昼食弁当の指定場所での受取時間の厳守  

 （５）宿泊者が利用する荷物置場及び更衣等の利用に伴う連絡調整  

 （６）指定された宿泊施設の変更の禁止  

 （７）宿泊施設を任意に変更したことによるトラブル及び損失の責任負担  

  ※本要領に明記されていない事項であっても委託業務の遂行上必要なことは、本会と被選定事業所

で協議するものとする。 


